
令和４年度の建設工事等に係る入札・契約制度の改正等について

建 設 産 業 課 

Ⅰ 趣旨 

「広島県建設産業ビジョン2021」に基づく，「確かな競争力を発揮する建設産業」「担い手確

保と働き方改革」「建設産業の生産性向上」「災害時に力を発揮する建設産業」の４分野にお

ける具体的な取組を進めていくため，次のとおり制度改正等を行う。

Ⅱ 改正内容等 

１ 予定価格の事後公表の拡大【令和４年６月～】                      （Ｐ3） 

   建設工事に係る予定価格を事後公表する対象工事を拡大することとし，建設工事におけ

る適正な見積り及び競争を促進する。 

２ 週休２日モデル工事等の改正【令和４年６月～】              （Ｐ4） 

   「担い手確保と働き方改革」の実現に向け，週休２日の取組を進める。 

３ 快適トイレモデル工事の改正【令和４年６月～】              （Ｐ6） 

   「担い手確保と働き方改革」の実現に向け，快適トイレを現場に設置し，労働環境の改

善を図る。 

４ ＩＣＴ活用工事の拡大【令和４年６月～】                 （Ｐ7）

   「建設産業の生産性向上」の実現に向け，ＩＣＴ活用工事の適用工種の拡大，「受注者希

望型」の導入，簡易型ＩＣＴ活用工事の導入を行う。  

５ 建設工事に係る総合評価落札方式の改正【令和４年６月～】         （Ｐ9）

   総合評価落札方式の評価項目等について，生産性の向上や担い手の確保・育成を考慮し

た内容へ改正し，価格と品質で総合的に優れた調達のさらなる推進を図る。 

６ 低入札価格調査制度の強化【令和４年６月～】               （Ｐ16） 

透明性の高い市場環境の整備を図るため，低入札価格調査制度を改正し，適正な競争と

工事品質を確保する。

７ 建設キャリアアップシステム活用推奨工事の導入【令和４年６月～】        （Ｐ17） 

   技能労働者の確保・育成と処遇の改善の促進に向け，建設キャリアアップシステムにつ

いて，活用を条件とした入札を行う。 

８ 工事成績条件付き一般競争入札の改正【令和４年６月～】               （Ｐ18） 

   広島県土木建築局が発注する建設工事について，工事成績の実績を要件とした「工事成

績条件付一般競争入札」を改正し，優良な県内企業の受注機会の確保を図る。 

９ 優良建設工事等表彰制度の改正【令和４年６月～】                  （Ｐ19） 

   県内に本店を有する業者が施工した優良建設工事を対象に実施している表彰制度につい

て，要件項目を変更する。 

建設工事に係る改正
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10 業務に係る総合評価落札方式の改正【令和４年６月～】           （Ｐ20） 

   総合評価落札方式の評価項目等について，総合評価落札方式の評価項目を一部改正し，

価格と品質で総合的に優れた調達のさらなる推進を図る。 

11 管理技術者の兼務制限の緩和【令和４年６月～】              （Ｐ22） 

   測量・建設コンサルタント等業務の円滑な執行を目的に，管理技術者の兼務制限を緩和

する。 

12 ＣＩＭ推進モデル業務の試行拡大及びＣＩＭ活用工事の開始【令和４年６月～】   （Ｐ23）

   「建設産業の生産性向上」の実現に向け，建設現場の生産性向上を図るため，ＣＩＭモ

デル工事を導入する。  

13 契約締結手続き期間の見直し【令和４年６月～】                 （Ｐ24） 

   建設工事の入札契約の円滑化を図るため，契約手続き期間の５日間について，休日を除

く取扱いとする。 

14 工事（業務）費内訳書の改正【令和４年６月～】              （Ｐ25） 

    電子入札システムを利用した入札参加資格者に対し，提出書類の内容を簡略化し分かり

やすい仕組みに改善を図る。

15 令和５・６年度の建設工事等の入札参加資格認定に係る主観的事項        （Ｐ30） 

   令和５年度及び令和６年度において，県が発注する建設工事等に係る入札参加資格認定

に係る主観的事項の追加等を行う。 

16 令和５・６年度の測量・建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ等業務の入札参加資格認定に係る主観的事項   （Ｐ31） 

   令和５年度及び令和６年度において，県が発注する測量・建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ等業務に係る入札

参加資格認定に係る主観的事項の追加等を行う。 

測量・建設コンサルタント等業務に係る改正

入札参加資格認定等に係る改正 

建設工事，測量・建設コンサルタント等業務共通の改正 
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１ 予定価格の事後公表の拡大について 

１ 趣旨 

  建設工事に係る予定価格を事後公表する対象を拡大することとし，建設工事における

より適正な競争を促進する。 

２ 内容 

次のとおり，予定価格を事後公表する対象工事を拡大する。 

改正前                    改正後 

３ 今後の予定 

  次年度以降，対象工事を拡大 

４ 施行期日 

  令和４年６月１日以降に指名・公告する工事から実施 

（対象部局：全部局）

設計金額 入札参加資格 

1.5億円以上 

・土木一式工事 

・建築一式工事 

・ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ工事 

・電気工事 

・管工事 

2.5億円以上 
・機械器具設置工事 

・電気通信工事 

5億円以上 ・上記以外 

設計金額 入札参加資格 

1.5億円以上 
・土木一式工事 

・建築一式工事 

5億円以上 ・上記以外 
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２ 週休２日モデル工事等について 

１ 趣旨 

  「担い手確保と働き方改革」の実現に向け，週休２日の取組を進める。  

２ 内容 

（１）土木建築局（営繕課を除く） 

ア 「週休２日モデル工事」の発注者指定型の適用拡大 

請負対象設計金額５千万円以上の工事（緊急対応工事など現場閉所が困難な工事，又は，

工期が短く，対象期間が２週間未満となる工事等は除く）は，原則，発注者指定型の「週休

２日モデル工事」として実施する。 

イ 「週休２日交替制モデル工事」の推進 

「週休２日モデル工事」での発注が困難な工事は，技術者や技能労働者ごとに週休２日に

取り組む「週休２日交替制モデル工事」を受注者希望型で実施する。 

（２）土木建築局（営繕課） 

土木建築局営繕課における「週休２日モデル工事」の導入

   新築工事については，原則，発注者指定型の「週休２日モデル工事」として実施し，新築工

事以外は，受注者希望型の「週休２日モデル工事」として実施する。 

（３）農林水産局 

 「週休２日モデル工事」に係る受注者希望型の適用拡大 

請負対象設計金額５千万円以上の工事（緊急対応工事など現場閉所が困難な工事，又は，工

期が短く，対象期間が２週間未満となる工事等は除く）は，受注者希望型の「週休２日モデル

工事」として実施する。

３ 施行期日 

令和４年６月１日以降に指名・公告する工事から実施 

  ２（２）については，令和４年４月１日以降に指名・公告する工事から実施 

（対象部局：農林水産局，土木建築局，商工労働局，企業局） 
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【参考】                         ※下線部は，令和４年度改正箇所

週休２日モデル工事 週休２日交替制モデル工事 

週休２日の考え方 

工期内の対象期間において，週休２日相当の現場

閉所を行ったと認められること。 

※現場閉所が困難な工事はモデル工事の対象外 

※現場閉所とは，対象期間内において，１日を通し

て，現場事務所での内業を含むいずれの現地作業も

実施していない日

工期内の対象期間において，現場

に従事した全ての技術者，技能労

働者の休日率の平均が週休２日

相当であったと認められること。

※休日率（％）＝技術者・技能労働

者の休日日数÷対象期間

対象期間 

工事着手する日（準備期間は含まない）から工事完了日(後片付け期間※は含まない)

までとし，次の期間は対象期間から除く。 

１ 年末年始６日間及び夏季休暇３日間 

２ 工場製作のみが行われている期間 

３ 災害時の緊急対応等，受注者の責によらず現場を一時中止する期間 

※土木工事標準積算基準書（参考資料編）に記載の後片付け日数以上を確保すること

※補正係数については，令和４年８月に改正予定 

「週休２日モデル工事」の補正係数（Ｒ３．６～） 

４週６休以上４週７休未満 

（21.4％以上25.0％未満） 

４週７休以上４週８休未満 

（25.0％以上28.5％未満） 

週休２日（４週８休以上） 

（28.5％以上） 

労務費     １．０１ 

機械経費（賃料）１．０１ 

共通仮設費   １．０２ 

現場管理費   １．０３ 

労務費     １．０３ 

機械経費（賃料）１．０３ 

共通仮設費   １．０３ 

現場管理費   １．０４ 

労務費     １．０５ 

機械経費（賃料）１．０４ 

共通仮設費   １．０４ 

現場管理費   １．０６ 

「週休２日交替制モデル工事」の補正係数（Ｒ３．６～） 

４週６休以上４週７休未満 

（21.4％以上25.0％未満） 

４週７休以上４週８休未満 

（25.0％以上28.5％未満） 

週休２日（４週８休以上） 

（28.5％以上） 

労務費     １．０１ 

現場管理費   １．０１ 

労務費     １．０３ 

現場管理費   １．０２ 

労務費     １．０５ 

現場管理費   １．０３ 
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３ 快適トイレモデル工事について 

１ 趣旨 

  「担い手確保と働き方改革」の実現に向け，快適トイレを現場に設置し，労働環境の改善を

図る。  

２ 内容 

（１）土木建築局 

ア 発注者指定型の適用拡大 

    請負対象設計金額５千万円以上の工事（災害復旧工事を除く）は，発注者指定型として

原則実施する。 

イ 受注者希望型の適用拡大 

    発注者指定型を除く工事（災害復旧工事を除く）は，受注者希望型として実施する。 

（２）農林水産局 

受注者希望型の適用拡大 

請負対象設計金額５千万円以上の工事（災害復旧工事を除く）は，受注者希望型として原

則実施する。 

３ 施行期日 

令和４年６月１日以降に指名・公告する工事から実施 

（対象部局：農林水産局，土木建築局，商工労働局，企業局） 

【参考】快適トイレの仕様 

(1) 快適トイレに求める機能 (2) 付属品として備えるもの 

ア 洋式便座 

イ 水洗機能（簡易水洗，し尿処理装置付きを含む）

ウ 臭い逆流防止機能（フラッパー機能） 

エ 容易に開かない施錠機能（二重ロック等） 

オ 照明設備（電源がなくても良いもの） 

カ 衣類掛け等のフック付，又は，荷物置き場設備

機能（耐荷重５kg 以上） 

キ 現場に男女がいる場合に男女別の明確な表示 

ク 入口の目隠しの設置（男女別トイレ間も含め入口

が直接見えないような配置等） 

ケ サニタリーボックス（女性専用トイレに限る） 

コ 鏡付きの洗面台 

サ 便座除菌シート等の衛生用品 

(3) 推奨する仕様，付属品 

シ 室内寸法900×900mm 以上（面積ではない） 

ス 擬音装置（機能を含む） 

セ 着替え台 

ソ 臭気対策機能の多重化 

タ 室内温度の調整が可能な設備 

チ 小物置き場等（トイレットペーパー予備置き場）

※「(1) 快適トイレに求める機能」及び「(2) 付属品として備えるもの」は，現場に導入するにあたり必

ず備えるものとする。
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４ ＩＣＴ活用工事の拡大について 

１ 趣旨 

「建設産業の生産性向上」の実現に向け，「ＩＣＴ活用工事」の取組を拡大する。 

２ 内容 

（１）対象工事の拡大 

一定規模以上の土工及び舗装工は，発注者指定型，受注者希望型に加え，新たに導入する

発注者指定（簡易）型の何れかで発注する（次の図を参考に発注型式を選定）。 

なお，令和５年度以降は，順次，発注者指定型の拡大を行い，更なるＩＣＴ活用工事の拡

大を図る。

         【土工】                  【舗装工】 

図 発注型式イメージ

（２)適用工種の拡大 

土工及び舗装工に加え，適用工種を次のとおり追加する。 

また，関連工種となる作業土工（床掘)等も受注者からの提案（協議)により実施すること

を可能とする。 

令和４年６月から開始する適用工種

法面工，舗装修繕工（切削オーバーレイ工)，地盤改良工，河川浚渫工（バックホウ浚渫船による浚渫

工)，構造物工（橋台，ＲＣ橋脚工)

３ 施行期日 

令和４年６月１日以降に指名・公告する工事から実施 

（対象部局：土木建築局（営繕課を除く)) 

ＩＣＴ活用工事 簡易型ＩＣＴ活用工事 

(１)～(５)の全ての段階でＩＣＴ施工技術を活用する。 

(１)３次元起工測量 

(２)３次元設計データ作成 

(３)ＩＣＴ建設機械による施工 

(４)３次元出来形管理等の施工管理 

(５)３次元データの納品 

(１)～(５)のうち，部分的にＩＣＴ施工技術を活用する。 

(１)３次元起工測量【任意】 

(２)３次元設計データ作成【必須】 

(３)ＩＣＴ建設機械による施工【任意】 

(４)３次元出来形管理等の施工管理【必須】 

(５)３次元データの納品【必須】 

発注型式の取扱い 

発注者指定型 ＩＣＴ活用工事の実施が必須。 

発注者指定（簡易)型 
簡易型ＩＣＴ活用工事の実施が必須。 

契約後，ＩＣＴ活用工事に変更することも可能。 

受注者希望型 
契約後，受注者の希望により，ＩＣＴ活用工事又は簡易型ＩＣＴ活用工事を実施す

ることが可能。 

【必須】
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 農林水産局におけるＩＣＴ活用工事の試行について 

１ 趣旨 

「建設産業の生産性向上」の実現に向けて，広島県農林水産局においても「ＩＣＴ活用工事」

の試行を開始し，労働力不足の解消や限りある人材の有効活用を図るとともに，建設現場の生産

性向上と魅力ある建設現場を目指す。 

２ 内容 

  施工プロセスの全ての段階でＩＣＴ施工技術を活用する「ＩＣＴ活用工事」と，部分的にＩ

ＣＴ施工技術を活用する「簡易型ＩＣＴ活用工事」を導入する。

３ 対象工事

試行要領を定め，「広島県の調達情報」において公表する。 

４ 施行期日 

令和４年８月１日以降に公告する工事から実施 

※ＩＣＴ（Information and Communication Technology）は「情報通信技術」の略

（対象部局：農林水産局） 

ＩＣＴ活用工事とは 簡易型ＩＣＴ活用工事とは 

次の（１）～（５）の全ての段階でＩＣＴ施工技術を
活用することをＩＣＴ活用工事とする。 

（１） ３次元起工測量 

（２） ３次元設計データ作成 

（３） ＩＣＴ建設機械による施工 

（４） ３次元出来形管理等の施工管理 

（５） ３次元データの納品 

次の（１）～（５）のうち，部分的にＩＣＴ施工技術
を活用した工事を簡易型ＩＣＴ活用工事とする。
（２），（４）及び（５）の実施は必須とし，（１）及
び（３）の実施は任意とする。 

（１） ３次元起工測量【任意】 

（２） ３次元設計データ作成【必須】 

（３） ＩＣＴ建設機械による施工【任意】 

（４） ３次元出来形管理等の施工管理【必須】 

（５） ３次元データの納品【必須】

【必須】
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５ 建設工事に係る総合評価落札方式について 

１ 趣旨 

「確かな競争力を発揮する建設産業」，「担い手確保と働き方改革」の実現に向けて，総合評

価落札方式の評価項目について，生産性の向上や担い手の確保・育成を考慮した内容へ改正し，

価格と品質で総合的に優れた調達の環境の整備を図る。

２ 評価項目の改正点 

（１）企業の施工能力「ＩＣＴ活用工事の施工実績」の追加 

建設現場の生産性の向上を目指し，ＩＣＴ活用工事の普及拡大を図るため，これまでの

「情報化施工技術の活用」に代わり，過去２年間に完成した公共工事等が発注した工事で，

「ＩＣＴ活用工事の施工実績」がある者を加点評価する。 

当該工事をＩＣＴ活用工事（ＩＣＴ法面工は除く）で発注する工事を評価対象として設定

するものとし，実績として評価する工事は，当該工事と同じ業種で発注されたＩＣＴ活用工

事又は簡易型ＩＣＴ活用工事（中国Light ICT工事を含む）とする。 

令和４年６月１日以降に公告する工事 

ICT活用工事の施工実績 

ICT活用工事の施工実績あり 1.0点 

簡易型ICT活用工事（中国Light ICT工
事を含む）の施工実績あり 

0.5点 

施工実績なし 0.0点 

（対象部局：農林水産局，土木建築局（営繕課を除く），商工労働局，企業局） 

ＩＣＴ活用工事とは 簡易型ＩＣＴ活用工事とは 

次の（１）～（５）の全ての段階でＩＣＴ施工技

術を活用することをＩＣＴ活用工事とする。 

（１） ３次元起工測量 

（２） ３次元設計データ作成 

（３） ＩＣＴ建設機械による施工 

（４） ３次元出来形管理等の施工管理 

（５） ３次元データの納品 

次の（１）～（５）のうち，（１）及び（３）の

実施を選択することができ，ＩＣＴ施工技術を部

分的に活用することを簡易型ＩＣＴ活用工事とす

る。 

（１） ３次元起工測量【選択】 

（２） ３次元設計データ作成【必須】 

（３） ＩＣＴ建設機械による施工【選択】 

（４） ３次元出来形管理等の施工管理【必須】 

（５） ３次元データの納品【必須】 

【必須】
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（２）配置予定技術者の能力「優秀技術者の表彰」における若手優秀技術者表彰の追加 

若手技術者の確保，育成を図るため，これまでの「優秀技術者の被表彰者」に加え，「若

手優秀技術者の被表彰者」を加点評価する。 

「若手優秀技術者の被表彰者」を評価項目とする対象工事は，土木一式工事とする。 

令和４年６月１日以降に公告する工事 

主任（監理）技術者が優秀技術者又は若手
優秀技術者の被表彰者に該当 

優秀技術者の被表彰者に該当 1.0点 

若手優秀技術者の被表彰者に該当 
（土木一式工事のみ選択） 

0.5点 

該当なし 0.0点 

「優秀技術者・若手優秀技術の表彰」の評価対象年度 

優秀技術者 
公告日 R3.9.1～R4.8.31 R4.9.1～R5.8.31 

対象年度 令和元，２，３年度表彰 令和３，４年度表彰 

若手優秀技術者 
公告日 R4.6.1～R4.8.31 R4.9.1～R5.8.31 

対象年度 令和３年度表彰 令和３・４年度表彰 

（対象部局：農林水産局，土木建築局（営繕課を除く），商工労働局，企業局）

（３）企業の施工能力「建設キャリアアップシステムの活用」の適用拡大 

技能労働者の確保・育成と処遇改善に向け，設計金額に関わらず，建設キャリアアップシ

ステムを当該現場で活用する者を加点評価する。 

「建設キャリアアップシステムを活用する」とは，建設現場にカードリーダーを設置し，

技能労働者の日々の就業履歴を蓄積するとともに，作業員名簿や施工体制の作成等の現場管

理にシステムを活用することをいう。 

令和３年６月１日以降に公告する工事 

建設キャリアアップシステムの活用 
活用する 1.0点 

活用しない 0.0点 

（対象部局：農林水産局，土木建築局，商工労働局，企業局） 

（４）地域貢献「広島県公共土木施設災害支援制度に基づく活動実績の有無」の削除 

   広島県公共土木施設災害支援制度の廃止に伴い，評価項目から削除する。 

（対象部局：農林水産局，土木建築局，企業局） 

（５）施工体制評価の対象工事の変更 

   設計金額５億円以上の工事は，低入札価格調査の強化及び工事中の施工体制等の確認に

よりダンピング対策を講じることに伴い，評価項目から削除する。 

（対象部局：農林水産局，土木建築局，商工労働局，企業局）
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３ 評価方法の改正点 

（１）企業の施工能力「工事成績の平均（最高）点」，配置予定技術者の能力「工事成績の平均

（最高）点」における評価対象期間の変更 

令和３年度に引き続き，評価対象期間を１年延長する。 

例 企業の施工能力「工事成績３件の平均点」の評価対象期間 

公告日 R3.4.1～R4.3.31 R4.4.1～R5.3.31 R5.4.1～R6.3.31 

評価対象期間
平成28年４月１日から 

公告日の前日まで 
（５年） 

平成29年４月１日から 
公告日の前日まで 

（５年） 

令和元年４月１日から 
公告日の前日まで 

（４年） 

（対象部局：農林水産局，土木建築局，商工労働局，企業局） 

（２）配置技術者の能力「継続教育（ＣＰＤ）」における評価対象年度の変更 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止により，継続教育（ＣＰＤ）の単位取得が困難

であったことから，令和３年度に引き続き，評価対象年度を1年延長する。 

例 配置技術者の能力「継続教育（ＣＰＤ）」の評価対象期間 

公告日 R3.4.1～R4.3.31 R4.4.1～R5.3.31 

評価対象期間
平成30年４月１日から 
令和３年３月31日まで 

（３年） 

平成31年４月１日から 
令和４年３月31日まで 

（３年） 

（対象部局：農林水産局，土木建築局，商工労働局，企業局） 
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４ その他 

（１）技術提案に係る概算工事費（増加分）の根拠資料の提出 

技術提案の履行の確実性を担保するため，技術提案に係る概算工事費（増加分）について，

その工事費の内訳を技術提案書に記載することとする。 

（技術提案書）

■品質に関する課題 ○○○について

提案は下表にて作成すること。

№
評価の視点 

(提案目的) 
提案項目 提案内容 標準案との相違点 

概算工事費 

（増加分） 

(千円) 

期待される効果及び 

提案の確実性 

●●●に関する工

夫 

400千円 

（概算増加工事費の根拠事例）

例1 標準案に対して，材料等を変更する提案の場合

項目 規格 数量 単位 単価 金額

（標準）〇〇〇（材料） ○○○ 100 ｍ3 3,000 300,000 
（提案）△△△（材料） △△△ 100 ｍ3 7,000 700,000 
概算増加工事費     400,000 

例2 標準案に対して，工法等を変更する提案の場合（過去事例から算出する場合）

項目 規格 数量 単位 単価 金額

（過去事例） 令和○年度 主要地方道〇〇線 道路改良工事（○工区）

〇〇工法 15,300,000円÷1000ｍ3＝15,300円/ｍ3 
（標準）〇〇工法  500 ｍ3 10,000 5,000,000 
（提案）〇〇工法  500 ｍ3 15,300 7,650,000 
概算増加工事費     2,650,000 

（対象部局：農林水産局，土木建築局，商工労働局，企業局） 

（２）技術提案に係る提案書の記載の条件 

技術提案に係る提案書について，次のとおり記載の条件を設定する。 

     ①文字の大きさ：９ポイント以上。 

     ②１視点あたりの枚数：Ａ4 用紙 3 枚以内（図表やカタログ等の参考資料も含む）。 

     ③図表やカタログ等：文字の大きさは問わないが，読み取り可能な大きさ。 

（対象部局：農林水産局，土木建築局，商工労働局，企業局） 

概算増加工事費

と一致すること
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（３）特殊設備工事の取扱い 

特殊設備工事（トンネル設備工事，排水機場ポンプ（機械）設備工事，ダム管理制御設備

工事その他これらに類する工事）における総合評価落札方式の取扱いについては，広島県建

設工事総合評価落札方式実施要領を適用する。 

（対象部局：土木建築局） 

５ 施行期日 

  令和４年６月１日以降に公告する工事から実施 

  ３（１），（２）については，令和４年４月１日以降に公告する工事から実施 

令和５年６月１日以降に公告する工事における改正点（予定） 

〇 配置予定技術者の能力「ＩＣＴ活用工事の実績」を追加 

 ＩＣＴ活用工事の品質確保のため，配置予定技術者において，公共発注機関が発注したＩ

ＣＴ活用工事に主任（監理）技術者又は現場代理人として従事した実績を加点評価する。 

〇 令和５・６年度建設工事入札参加者名簿作成による災害復旧工事の受注実績の更新 

 令和５・６年度建設工事入札参加者名簿の作成にあたり，災害復旧工事の受注実績の評価

対象期間を変更し受注実績を更新する。 

 評価対象期間 

令和３・４年度名簿 平成28年11月１日から令和２年10月31日 

令和５・６年度名簿 平成30年11月１日から令和４年10月31日 

※対象工事は，評価対象期間に引き渡しを受けた災害復旧工事等とし，応急復旧工事は対象外。
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総合評価落札方式【建設工事（土木工事）】の評価項目改正案（R4.6～）           1/2 

実績評価２型 実績評価１型 技術評価２型 
技術評価１型 
(3 億円未満) 

技術評価１型 
(3 億円以上) 

(1) 技術提案 8.0～11.0 8.0～15.0 16.0～27.0

① 品質に関する課題 (4.0)8.0 (8.0)16.0

② 施工に関する課題 (4.0)8.0 ◎4.0 ◎8.0

③ 工期設定の適切性〈選択〉 ◎3.0 ◎3.0 ◎3.0

(2) 企業の施工能力 6.0～10.0 11.0～15.0 11.0～15.0 11.0～15.0 11.0～15.0

① 過去 15 年間の同種・同規模工事の施工実績 2.0 2.0 2.0 2.0

② 過去 5 年間の工事成績 3 件の平均点（過去 5 年

間の工事成績の最高点※）※「実績評価２型」限定
3.0 6.0 6.0 6.0 6.0

③ 過去 3 年間に当該業種で優良建設業者の表彰・

特別表彰に該当 
2.0 2.0 2.0 2.0 2.0

④ 登録基幹技能者の配置〈選択〉 ◎1.0 ◎1.0 ◎1.0 ◎1.0 ◎1.0 

⑤ 自社施工〈選択〉 ◎1.0 ◎1.0 ◎1.0 ◎1.0 ◎1.0 

⑥ 建設キャリアアップシステムの活用 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 

⑦ 「広島県長寿命化活用制度」登録技術の活用実

績の有無〈選択〉 
◎1.0 ◎1.0 ◎1.0 ◎1.0 ◎1.0 

⑧ ICT 活用工事の実績の有無〈選択〉 ◎1.0 ◎1.0 ◎1.0 ◎1.0 ◎1.0 

(3) 配置予定技術者の能力 10.0～11.0 10.0～11.0 8.0～9.0 8.0～9.0 8.0～9.0

① 主任(監理)技術者の保有する専門資格〈選択〉 ◎1.0 ◎1.0 ◎1.0 ◎1.0 ◎1.0

② 若手・女性技術者の配置 2.0 2.0

③ 過去 9 年間の工事成績 3 件の平均点（過去 6 年

間の工事成績の最高点※）※「実績評価２型」限定
1.0 3.0 3.0 3.0 3.0

④ 過去 15 年間の主任（監理）技術者の同種・同規

模工事の施工経験の有無 
2.0 2.0 2.0

過去 15 年間の主任(監理)技術者の同一業種の

工事の施工経験の有無
2.0 2.0 

⑤ 過去 15 年間の主任(監理)技術者の同一業種の

施工経験工事の従事役職 
2.0 1.0 1.0 1.0 1.0

⑥ 過去 3 年間の継続教育（ＣＰＤ）の取組み 2.0 1.0 1.0 1.0 1.0

⑦ 主任(監理)技術者が過去 3 年間に当該業種で優

秀技術者の表彰に該当※若手優秀技術者は土木一式の

み

1.0 1.0 1.0 1.0 1.0

(4) 地域の精通性 4.0 1.0 1.0 1.0 1.0

① 地域内における主たる営業所又は自社工場の有

無 ※「自社工場」は<選択>
2.0 1.0 1.0 1.0 1.0

② 過去 3 年間の地域内における同一業種の工事の

施工実績 
2.0 

(5) 地域貢献の実績 
（発注事務所管内での実績に限定） 

2.0～8.0 1.0～3.0

① 過去１年間のボランティア活動の実績の有無（ﾏ

ｲﾛｰﾄﾞ，ﾗﾌﾞﾘﾊﾞｰ制度認定） 
2.0 1.0

② 過去 5 年間の地域維持業務の受注実績【土木一

式のみ】※昼夜問わず緊急対応が必要な業務（路線委託業務，

除雪業務（凍結防止剤散布含む）及び防潮扉開閉業務）

◎2.0 

③ 過去 4 年間の災害復旧工事等の受注実績 

【土木一式のみ】 
◎4.0   ◎2.0

(6) 施工体制評価 5.0 5.0 0～5.0 5.0 0～5.0

① 調査基準価格以上の場合加点。ただし，前年度
に完了検査を受けた低入札工事の成績評定が全

て良好であったものは調査基準価格以上の応札
者と同様に加点。〈選択〉※5 億円未満のみ

5.0 5.0 ◎5.0 5.0 ◎5.0

(7) 指名除外の状況 -1.0 -1.0 -1.0 -1.0 -1.0

① 過去 1 年間における指名除外措置の有無 -1.0 -1.0 -1.0 -1.0 -1.0

合  計 27.0～38.0 28.0～35.0 28.0～41.0 33.0～45.0 36.0～57.0 

配  点（換算値） 50 点換算 50 点換算 60 点換算 60 点換算 70 点換算 

※各型式の評価項目は標準例であり，実施にあたっては変更となる場合がある。
※配点欄（ ）は(1)①，②において課題が２つ以上ある場合の配点とする。 
※◎は工事の内容により評価項目の設定を行わない場合がある。 
※ＷＴＯ案件を含むＪＶ工事の型式・評価項目等は別途決定する。
※成績点の評価対象期間の改正は R4.4 からとし，表彰の評価対象期間の改正は R4.9 からとする。 

下線部は変更箇所
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     2/2 

地域維持型 

(2) 企業の施工能力 5.0～7.0 

① 過去５年間の工事成績の最高点 3.0

② 過去３年間に当該業種で優良建設業者の表彰・特別表彰に該当 2.0

③ 登録基幹技能者の配置〈選択〉 ◎1.0 

④ 自社施工〈選択〉 ◎1.0 

(3) 配置予定技術者の能力 8.0～9.0 

① 主任(監理)技術者の保有する専門資格〈選択〉 ◎1.0

② 過去 6 年間の工事成績の最高点 1.0

③ 過去 15 年間の主任(監理)技術者の同一業種の工事の施工経験の有無 2.0 

④ 過去 15 年間の主任(監理)技術者の同一業種の施工経験工事の従事役職 2.0

⑤ 過去 3 年間の継続教育（ＣＰＤ）の取組み 2.0

⑥ 主任(監理)技術者が過去３年間に当該業種で優秀技術者の表彰に該当 1.0

(4) 地域の精通性 6.0～12.0 

① 地域内における主たる営業所の有無【ＪＶ代表者又は単体企業】 3.0

② 地域内における主たる営業所の有無【ＪＶ代表者以外の構成員】 ◎3.0 

③ 過去 3 年間の地域内における同一業種の工事の施工実績【ＪＶ代表者又は単体企業】 3.0 

④ 過去 3 年間の地域内における同一業種の工事の施工実績【ＪＶ代表者以外の構成員】 ◎3.0 

(5) 地域貢献の実績（発注事務所管内での実績に限定） 2.0～8.0

① 過去 1 年間のボランティア活動の実績の有無（ﾏｲﾛｰﾄﾞ，ﾗﾌﾞﾘﾊﾞｰ制度認定）【ＪＶ代表者又は単体

企業】 
2.0 

② 過去 1 年間のボランティア活動の実績の有無（ﾏｲﾛｰﾄﾞ，ﾗﾌﾞﾘﾊﾞｰ制度認定）【ＪＶ代表者以外の構

成員】 
◎2.0 

③ 過去 5 年間の地域維持業務委託※の受注実績の有無【土木一式のみ】【ＪＶ代表者又は単体企業】 
※昼夜問わず緊急対応が必要な業務（路線委託業務，除雪業務（凍結防止剤散布含む）及び防潮扉開閉業務）

◎2.0 

④ 過去 5 年間の地域維持業務委託※の受注実績の有無【土木一式のみ】【ＪＶ代表者以外の構成員】 
※昼夜問わず緊急対応が必要な業務（路線委託業務，除雪業務（凍結防止剤散布含む）及び防潮扉開閉業務）

◎2.0 

(6) 指名除外の状況 -1.0 

① 過去 1 年間における指名除外措置の有無 -1.0

(7) 施工体制評価 5.0 

① 調査基準価格以上で応札又は前年度に完成検査を受けた同一業種の低入札工事の成績評定が全て

優良建設工事等の表彰の基準点以上 
5.0

合  計 26.0～41.0

配  点（換算値） 50 点換算 

※評価項目は標準例であり，実施にあたっては変更となる場合がある。 

※◎は工事の内容により評価項目の設定を行わない場合がある。 

※成績点の評価対象期間の改正は R4.4 からとし，表彰の評価対象期間の改正は R4.9 からとする。 
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６ 建設工事に係る低入札価格調査制度等の改正について 

１ 趣旨 

  「確かな競争力を発揮する建設産業」の実現に向けた透明性の高い市場環境の整

備を図るため，低入札価格調査制度を改正し，適正な競争と工事品質を確保する。 

２ 内容

設計金額 5 億円以上の工事及び重点調査の対象工事の低入札価格調査を強化する。 

（１）工事費の算出根拠の確認 

   施工実績等に基づいた適正な工事費が計上されていることを確認するため，工

事費の内訳について，単価及び数量等の算出根拠を求めることとし，履行の確実

性が確認できない場合や，資料に不備・不足がある場合は失格とする。 

（２）労働条件に係る誓約書の提出 

   元請業者が1次下請業者と500万円以上の契約を行う場合，賃金や各種保険等

の労働条件が適正に確保されている下請業者であることをあらかじめ確認する旨

の誓約書を，低入札価格調査時に求める。 

（３）工事中の労務監査の実施 

   工事中に社会保険労務士による労務監査を受けることとし，不誠実な対応の場

合は，工事成績評点の減点や指名除外の措置を行う。 

ア 受注者及び下請金額500万以上の１次下請業者を対象。 

イ 工期が複数年に跨る場合は，年度毎に実施。 

工期が単年度の場合は，進捗が概ね50％の時点で実施。 

ウ 指摘事項がある場合は，速やかに改善を行うとともに，報告書の提出を義務付

け。 

３ 今後の予定 

   次年度以降，重点調査の対象を拡大 

４ 施行期日 

  令和４年６月１日以降に指名・公告する工事から実施 

（対象部局：全部局） 
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７ 建設キャリアアップシステム活用推奨工事の試行について 

１ 趣旨 

「担い手確保と働き方改革」の実現に向けて，技能労働者の確保・育成及び処遇改善を図

るため，「建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）の活用」について取組みを拡大する。 

２ 建設キャリアアップシステム活用推奨工事の試行開始 

営繕課が発注する全ての工事において，登録率等の目標基準を設定した「建設キャリア

アップシステム活用推奨工事」を受注者希望型として実施する。 

（１）目標基準 

目標基準は次のとおりとし，全ての目標基準を達成した場合，工事成績評定において１点

の加点を行う。また，全ての目標基準を達成し，かつ平均登録技能者率が70％以上を達成し

た場合は２点の加点を行う。 

指 標 最低基準 目標基準 

平均登録事業者率 50％ 70％ 

平均登録技能者率 30％ 50％ 

平均就業履歴蓄積率 20％ 30％ 

平均登録事業者率：計測日における「ＣＣＵＳ登録事業者の数／下請企業の数」の平均値 

平均登録技能者率：計測日における「ＣＣＵＳ登録技術者の数／技能者の数」の平均値 

平均就業履歴蓄積率：計測日における「カードリーダーへのタッチ等して工事現場へ入場した技能者

の数／工事現場へ入場した技能者の数」の平均値 

（２）未達成項目の報告 

目標基準を達成しなかった場合においても工事成績評定の減点は行わないが，最低基準

を下回った場合は，未達成の項目，要因及び改善策を工事完成検査終了後に発注者に報告

する。 

３ 施行期日 

   令和４年６月１日以降に指名・公告する工事から実施する。 

（対象部局：営繕課） 
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８ 工事成績条件付一般競争入札の改正について 

１ 趣旨 

  広島県が発注する建設工事について，工事成績の実績を要件とした「工事成績条件付一般競

争入札」を改正し，優良な県内企業の受注機会の確保を図る。  

２ 内容 

  工事成績点の改正 

建設工事指名業者等選定要綱第４条に規定する県建設工事入札参加資格者名簿における土木

一式工事の平均工事成績について，７１点以上を７２点以上に改正する。 

なお，この平均工事成績は，次年度以降，段階的に引き上げることとする。 

３ 対象工事 

広島県発注の請負対象設計金額1,000万円以上5,000万円未満の土木一式工事を対象とする。 

４ 施行期日 

令和４年６月１日以降に公告する工事から実施 

（対象部局：農林水産局，土木建築局） 
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９ 優良建設工事等の表彰制度について 

１ 趣旨 

  「担い手確保と働き方改革」や「建設産業の生産性向上」の実現に向けて，優良建設工事

等の表彰制度について，次のとおり要件項目を変更する。 

２ 内容

令和５年度表彰の要件項目（下線部が新規追加・改正した箇所） 

分野 技術向上 地域維持 持続可能 

具体策 ICTの活用等 ボランティア等 
週休２日の完全実施，若手・

女性登用等 

0.5点 
・表彰対象工事における簡易

型ICT活用工事の実施 

・マイロード・ラブリバー

いずれかの登録，実施 

・表彰対象工事における４

週６休以上４週８休未満の

実施 

・表彰対象工事における建

設キャリアアップシステム

への登録の活用

１点 

・表彰対象工事における ICT

活用工事の実施（簡易型を除

く） 

・表彰対象工事における広島

県長寿命化技術活用制度の登

録技術の活用 

・マイロード・ラブリバー

双方の登録，実施 

・地域維持業務の実施 

・表彰対象工事における週

休２日の完全実施 

・表彰対象工事における建

設キャリアアップシステム

の活用 

・表彰対象工事における工

事着手時 40 歳以下の技術

者による施工 

２点 

・表彰対象工事における広島

県建設分野の革新技術活用制

度の登録技術の活用 

― 

・表彰対象工事における工

事着手時 40 歳以下の技術

者による施工 

・表彰対象工事における女

性技術者による施工 

 ※ 小数第１位以下は切り捨てる（例87.5点→87点）。 

３ 施行期日 

令和４年度に引渡しを受けた建設工事を対象とした令和５年度表彰から適用 

（対象部局：全部局） 
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10 測量・建設コンサルタント等業務に係る総合評価落札方式について 

１ 趣旨

総合評価落札方式の評価項目を一部改正し，価格と品質で総合的に優れた調達の環境の整備を

図る。

２ 評価項目の改正 

○地域貢献の実績 

「過去１年間の「広島県公共土木施設災害支援制度 」に基づく活動実績の有無」について，

制度の廃止に伴い，評価項目から削除する。 

３ 評価対象期間の変更 

（１）配置予定管理技術者の能力「同種業務分野（部門）の業務成績評定点」における評価対象期

間の変更 

平成30年７月豪雨災害に伴う緊急対応により，成績評定対象外の業務が多かったことから，

引き続き，令和４年度も評価対象期間を１年延長する。 

配置予定管理技術者の能力「業務成績評定の平均点」の評価対象期間 

指名通知日 R4.4.1～R5.3.31 

評価対象期間 平成28年４月１日 から 指名通知した日の前日まで（６年） 

（２）配置予定管理（担当）技術者の能力「継続教育（ＣＰＤ）の取組み」における評価対象期間

の変更 

   新型コロナウイルス感染症に伴う影響により単位の取得が困難であったことから，評価対

象期間を１年延長する。 

配置予定管理（担当）技術者の能力「継続教育（ＣＰＤ）の取組み）」の評価対象年度 

指名通知日 R4.4.1～R5.3.31 

評価対象期間 平成31年４月１日 から 指名通知した日の前日まで（３年） 

【参考】企業の能力「業務成績評定の平均点」及び「優良建設コンサルタントの表彰」における評

価期間の変更 

「業務成績評定の平均点」及び「優良建設コンサルタントの表彰」は，期間を延長しない。   

企業の能力「業務成績評定の平均点」の評価対象期間 

指名通知日 R4.4.1～R5.3.31 

評価対象期間 平成31年４月１日 から 指名通知した日の前日まで（３年） 

企業の能力「優良建設コンサルタントの表彰」の表彰年度 

指名通知日 R3.9.1～R4.8.31 R4.9.1～R5.8.31 

評価対象年度 令和元，２，３年度 令和３，４年度 

４ 施行期日 

２については，令和４年６月１日以降に指名する業務から実施

３については，令和４年４月１日以降に指名する業務から実施

（対象部局：農林水産局，土木建築局（営繕課を除く），商工労働局，企業局）

【参考】

令和５年６月１日以降に指名する業務における改正点（予定） 

〇ＣＩＭモデル業務の評価 

 過去２年間に実施したＣＩＭモデル業務の実績を評価する。 
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総合評価落札方式の評価項目改正案（R4.6～）

評 価 項 目
型式

技術評価型 実績評価１型 実績評価２型

(1) 企業の能力 (9) (6)～(8) (7) 

過去１０年間の同種・同規模業務の実績 (2) ◎(2)※３

過去３年間の同種業務分野３件の業務成績評定の平均点※４ (4) (2) (2) 

地域の精通性（本店所在地）  (1) (2) 

品質確保体制（実施体制） (2) (2) (2) 

過去２年間に当該主たる業務分野で優良建設コンサル
タントの表彰に該当※4 (1) (1) (1) 

(2) 配置予定管理技術者の能力 (20) (23) (17) 

保有する資格 (3) (4) (3) 

若手技術者又は 女性技術者の配置  (2) 

手持ち業務予定件数 (3) (4) (4) 

過去３年間の継続教育(CPD)の取組み (2) (3) (3) 

過去１０年間の同種業務の実績 (6) (6) 

過去６年間の同種業務分野（部門）の業務成績評定点※４ (6) (6) (5) 

(3) 配置予定担当技術者の能力 (4) (7) (7) 

保有する資格 (2) 
(2)※１

(4) 
(4)※２

(4) 
(4)※２

手持ち業務予定件数 (2) (4) (4) 

過去３年間の継続教育(CPD)の取組み (2) (3)  (3) 

(4) 技術提案 (20) 

実施方針 (10) 

技術提案（１課題） (10) 

(5) 地域貢献の実績 (1) (2)

過去１年間の「広島県公共土木施設災害支援制度」に基づ
く活動実績の有無

 (1) (2) 

過去５年間の災害等に関する業務の受注実績の有無  (1) (2) 

(6) 指名除外の状況 (-1) (-1) (-1) 

過去１年間の指名除外措置の有無 (-1) (-1) (-1) 

技 術 評 価 点 (53) (37)～(39) (33)

価 格 評 価 点 (40) (40) (40) 

評 価 値 ( 技 術 評 価 点 ＋ 価 格 評 価 点 ) 93 77～79 73

※1  合計点の上限値は2点とする。 

※2  合計点の上限値は4点とする。 

※3 ◎は業務の内容により評価項目の設定を行わない場合がある。 

※4 成績点及び技術者の継続教育の評価対象期間の改正はR4.4.1からとし，表彰の評価対象年度の改正はR4.9.1からとする。 

下線部は変更箇所
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11 管理技術者の兼務制限の緩和について 

１ 趣旨 

  測量・建設コンサルタント等業務について，人材の有効活用を図るため，管理技術者

の兼務制限を緩和する。 

２ 内容 

 (1)技術士等の兼務制限について 

技術士法（昭和５８年法律第２５号）第２条第１項に規定する技術士又は建築士法（昭

和２５年法律第２０２号）第２条第２項に規定する一級建築士を配置した場合は，当該

業務分野の外に１０件以上又は業務分野別金額の総額が５億円を超える業務分野の管理

技術者を兼務させないこととする。

 (2)管理技術者の配置について 

異なる業務分野を複合して発注した業務の場合，引き渡しが完了した業務分野につい

ては管理技術者の配置を不要とする。 

３ 施行期日 

  令和４年６月１日以降に指名する業務から適用する。 

（対象部局：全部局）
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12 ＣＩＭ推進モデル業務の拡大及びＣＩＭ活用工事の開始について 

１ 趣旨 

  「建設産業の生産性向上」の実現に向けて，「ＣＩＭ推進モデル業務」の拡大に取組

むとともに，「ＣＩＭ活用工事」の取組を開始する。

２ 内容 

（１）ＣＩＭ推進モデル業務 

・「土工の３次元設計業務」について，ＩＣＴ活用工事（土工）の推進を図るため，

概ね 500m3 以上の土工を取り扱う業務を『発注者指定型』で発注する。

・「ＣＩＭ活用業務」について，令和４年度に発注する橋梁，函渠，砂防堰堤などの

主要な土木構造物の設計業務を対象に，設計業務件数の２割の実施を目指す。

ＣＩＭ推進モデル業務 

（２）ＣＩＭ活用工事 

ＣＩＭモデルを活用した図面照査や施工計画の検討などを行う「ＣＩＭ活用工事」

の取組を開始する。

ＣＩＭの活用事例 

３ 施行期日 

  令和４年６月１日以降に指名・公告する業務・工事から実施 

          （対象部局：土木建築局（営繕課を除く））  

ＣＩＭ活用工事（施工計画の検討事例） 

・仮設備の配置や施工手順，工事の進捗状況等をＣＩＭモデルを活用し視覚化することで，計画の策定，

関係者間での情報の共有を行い，事業推進の効率化・高度化を図る 

※ＣＩＭモデルとは 

対象とする構造物等の形状を３次元 

で立体的に表現した「３次元モデル」 

と「属性情報（３次元モデルに付与 

する部材の名称，形状，寸法，物性， 

強度，数量等の情報）」，「参照資料 

（ＣＩＭモデルを補足する従来の２ 

次元図面等の資料）」を組み合わせ 

たもの 

構造物モデルの例 地質・土質モデルの例 サーフェスモデルの例 

① 土工の３次元設計 ② ＣＩＭ活用業務

・施工段階のＩＣＴ活用工事に利
用する３次元設計データを，上流
工程の設計段階で作成する業務 

・ＩＣＴ活用工事を実施するため
に必要となる３次元モデル（スケ
ルトンモデル，サーフェスモデ
ル）を作成

・ＣＩＭを活用して，施工段階，維持管理段階など後工程のために必要な
ＣＩＭモデルの作成，ＣＩＭモデルを活用した検討等を実施する業務 

※ＣＩＭモデルとは 
対象とする構造物等の形状を３次元で立体的に表現した「３次元モデ

ル」と「属性情報（３次元モデルに付与する部材の名称，形状，寸法，
物性，強度，数量等の情報）」，「参照資料（ＣＩＭモデルを補足する従来
の２次元図面等の資料）」を組み合わせたもの 
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13 契約締結手続き期間の見直しについて 

１ 趣旨 

  建設工事等の入札契約に係る落札者等の負担軽減を図るため，契約手続き期間から「広

島県の休日を定める条例」（平成元年条例第２号）第１条第１項に定める県の休日を除

くこととする。 

２ 内容 

次のとおり，契約手続き期間を変更する。 

変更前 変更後 

広島県契約規則（昭和39年規則第32号） 

（落札決定通知と契約締結） 

第24条  

２ 契約担当職員は，当該契約につき契約

書を作成する場合においては，落札者に

前項の規定による通知を受けた日から

５日以内に契約書に記名押印させなけ

ればならない。ただし，やむを得ない場

合は，この限りではない。 

広島県契約規則（昭和39年規則第32号） 

（落札決定通知と契約締結） 

第24条  

２ 契約担当職員は，当該契約につき契約

書を作成する場合においては，落札者に

前項の規定による通知を受けた日から

５日（広島県の休日を定める条例(平成

元年広島県条例第２号)第１条第１項に

規定する県の休日を除く。）以内に契約

書に記名押印させなければならない。た

だし，やむを得ない場合は，この限りで

はない。 

例 
（変更前） 

 （１日目） （２日目） （３日目） （４日目） （５日目）

水曜日 
落札決定通知 

木曜日 金曜日 土曜日 
契約手続期間 

日曜日 月曜日 

（変更後） 
 （１日目） （２日目） - - （３日目） （４日目） （５日目）

水曜日 
落札決定通知 

木曜日 金曜日 土曜日 
- 

日曜日 
- 

月曜日 
契約手続期間 

火曜日 水曜日 

３ 施行期日 

  令和４年６月１日 

（参考） 

広島県の休日を定める条例（平成元年条例第２号） 

（県の休日） 

第１条 次の各号に掲げる日は，県の休日とし，県の機関の執務は，原則として行わない

ものとする。 

１ 日曜日及び土曜日 

２ 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日 

３ 12月29日から翌年の１月３日までの日（前号に掲げる日を除く。） 

（対象部局：全部局）
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14 工事費内訳書等の改正について 

１ 趣旨 

広島県が発注する工事等において，「工事費内訳書」等の提出を求めているが，この様

式の一部を改正する。 

２ 内訳書提出対象 

  県が指名競争入札又は一般競争入札により発注するすべての建設工事，測量・建設コ

ンサルタント等業務 

３ 内容 

 (1)様式１ 工事（業務）費内訳書（表紙） 

調査項目を「低入札価格調査制度対象となった場合」及び「重点調査に関する資料提

出」に対する回答（可／否）のみとする。 

 (2)様式２ 「工事費の内訳」及び下請負人及び見積額」 

  ・「工事場所」・「建設業許可番号」等の記述欄の削除 

・総合評価落札方式において技術提案した内容について，技術提案内容を記述する欄

を追加。 

 (3)様式３ 「労務賃金調書」 変更なし 

４ 適用期間 

  令和４年６月１日以降に指名・公告する建設工事，測量・建設コンサルタント等業務

に適用する。 
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様式１

入札者 商号又は名称

工事名

番号

1

2

3

（表紙）

工事費内訳書

低入札価格調査制度事務取扱要綱の内容を把握したうえで入札しているか

内容 回答

はい／いいえ

○低入札価格調査制度対象工事において，調査基準価格未満で入札される場合に回答してください。
（予定価格を事後公表する工事においては，調査基準価格未満の入札となった場合を想定し,回答してください。)
なお,調査基準価格以上で入札される場合は，入札者及び工事名のみ記入し，提出してください。

○下請負人及び見積額の記入を要する場合は，全ての１次下請予定者からの見積書の写しを添付してください。

する／しない

《注意事項》

○回答に虚偽の記載があった場合は，指名除外とする。

○当該競争入札の開札時に，引渡しを終えていない低価格入札により契約を締結した他の広島県発注工事
（平成26年5月31日以前に指名・公告した工事を除く）がある場合には重点調査対象とする。

低入札価格調査制度対象となった場合に受検 する／しない

重点調査等に関する資料の提出
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様式２

元請負人 元請負人下請負人-1 下請負人-2 下請負人-3

単位数量 金額（円） 技術提案の内容 0 0 0 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

「工事費の内訳」及び「下請負人及び見積額」

工事費の内訳

費目・工種明細など

工事名

規格１・規格２

商号又は名称

下請負人及び見積額
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様式３

最低額最高額最低額最高額最低額最高額最低額最高額最低額最高額最低額最高額

特殊作業員1)
普通作業員2)
軽作業員3)
造園工4)
法面工5)
とび工6)
石工7)
ブロック工8)
電工9)
鉄筋工10)
鉄骨工11)
塗装工12)
溶接工13)
運転手（特殊）14)
運転手（一般）15)
潜かん工16)
潜かん世話役17)
さく岩工18)
トンネル特殊工19)
トンネル作業員20)
トンネル世話役21)
橋りょう特殊工22)
橋りょう塗装工23)
橋りょう世話役24)
土木一般世話役25)
高級船員26)
普通船員27)
潜水士28)
潜水連絡員29)
潜水送気員30)
山林砂防工31)
軌道工32)
型わく工33)
大工34)
左官35)
配管工36)
はつり工37)
防水工38)
板金工39)
タイル工40)
サッシ工41)
内装工42)
ガラス工43)
建具工44)
ダクト工45)
保温工46)
建築ブロック工47)
設備機械工48)
交通誘導員Ａ49)
交通誘導員Ｂ50)
屋根ふき工51)
船団長52)
潜水世話役53)
船舶製作工54)
電気通信技術者55)
電気通信技術員56)

57)機械設備製作工標準賃金

58)機械設備据付工標準賃金

点検技術者59)
点検技術員60)
点検整備工61)
運転監視技術員62)
機械世話役63)
機械工64)
ケーソンぎ装工65)
工場塗装工66)
鋼橋製作工67)

会社名
元請負人

0

労務賃金調書

0 0 0
下請負人 下請負人 下請負人 下請負人-1 -2 -3 -4

0 0
下請負人-5

日当り賃金円／日）日当り賃金円／日）日当り賃金円／日）日当り賃金円／日）日当り賃金円／日）日当り賃金円／日）( ( ( ( ( (
職　種
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様式２ 様式３

元請負人 元請負人 下請負人-1 下請負人-2 下請負人-3

aa建設㈱ ｂｂ建設㈱ ｃｃ建設㈱

単位数量 金額（円） 技術提案の内容 aa建設㈱ ｂｂ建設㈱ ｃｃ建設㈱ 0 最低額最高額最低額最高額最低額最高額最低額最高額

本工事費 17,000 18,000 16,500 16,500

橋梁下部工 式 1 46,532,000 11,650,000 0 14,000 14,000 14,500 14,500 14,000 14,000

道路土工 式 1 156,000 650,000 0

掘削工 式 1 156,000 650,000 0

掘削 ｍ３ 500 156,000 650,000 0

ＲＣ橋脚工 式 1 43,727,000 0 0

作業土工 式 1 445,000

現場打杭工 式 1 14,730,000 18,500 18,500
現場打杭 本 8 14,730,000
橋脚躯体工（構造物単位） 式 1 28,552,000
Ｔ型橋脚 ｍ３ 650 19,433,000
再振動 式 1 100,000締固めの工夫

湿潤マット 式 1 500,000養生の工夫

鉄筋 ｔ 55 8,519,000 16,000 17,500

仮設工 式 1 2,649,000

濁水処理工 式 1 650,000

水替工 式 1 1,999,000

全工事共通仮設工 式 1 16,622,000

仮設工 式 1 16,622,000

仮橋・仮桟橋工 式 1 15,372,000

交通管理工 式 1 1,250,000

交通誘導警備員 人 80 1,000,000

交通誘導警備員 20 250,000安全対策の工夫

**直接工事費** 63,154,000

事業損失防止設費 18,000 18,000 18,500 18,500

事業損失防止施設費 式 1 100,000

事業損失防止施設費 式 1 100,000水質汚濁防止の工夫

現場環境改善費 682,000

現場環境改善費 式 1 682,000

現場環境改善費 式 1 682,000

現場環境改善費 式 1 682,000

共通仮設費率分 7,192,000

**共通仮設費計** 7,874,000

**純工事費** 71,028,000

現場管理費 21,278,000

**工事原価** 93,206,000

一般管理費率分契約保証費 14,541,000

契約補償費 37,000

一般管理費計 14,578,000

**工事価格** 107,784,000

**消費税相当額** 10,778,400

**工事費計** 118,562,400

**契約保証費計** 37,000

　　　・

　　　・

　　　・

32)軌道工

　　　・

34)大工

35)左官

36)配管工

37)はつり工

38)防水工

39)板金工

40)タイル工

41)サッシ工

33)型わく工

31)山林砂防工

16)潜かん工

17)潜かん世話役

18)さく岩工

19)トンネル特殊工

20)トンネル作業員

22)橋りょう特殊工

23)橋りょう塗装工

24)橋りょう世話役

25)土木一般世話役

26)高級船員

27)普通船員

28)潜水士

29)潜水連絡員

30)潜水送気員

2)普通作業員

3)軽作業員

10)鉄筋工
11)鉄骨工
12)塗装工

日当り賃金(円／日）日当り賃金(円／日）日当り賃金(円／日）日当り賃金(円／日）

0 0 0

4)造園工

5)法面工

6)とび工

7)石工

8)ブロック工
9)電工

21)トンネル世話役

15)運転手（一般）

13)溶接工

14)運転手（特殊）

労務賃金調書

会社名
元請負人 下請負人-1 下請負人-2

職　種

1)特殊作業員

費目・工種明細など 規格１・規格２

「工事費の内訳」及び「下請負人及び見積額」

工事費の内訳 下請負人及び見積額

工事名 商号又は名称

調査基準価格未満で入札する場合は，一
次下請予定者から見積を徴取する際，下請
け予定者が負担すべき法定福利費相当額
などの必要経費を適切に計上するよう促す
とともに，提出された見積書の内容を反映し
て記載してください。

調査基準価格未満で入札する場
合は，全ての一次下請予定者に

①工事費の内訳 ②下請負人及び見積金額

記入例

③労務賃金調書

入札者及び全ての一次下請予定者につ
いて記入してください。
職種欄に該当職種がない場合は，行を
追加して記入してください。

・調査基準価格以上で入札する場合は，総
合評価による技術提案の費用は該当するレ
ベル３の工種の下に追加してください。

・調査基準価格未満で入札する場合は，
総合評価による技術提案の費用は，該当す
るレベル４の工種の下に追加してください。

総合評価の技術提案について，工事数量
総括表にない工種は，適宜追加してくださ
い。（例水質汚染防止のため水質の監視

-
2
9
-



15 令和５・６年度の建設工事等の入札参加資格認定に係る主観的事項 

１ 趣旨

  客観数値にあたる経営事項審査の改正や，県の制度終了に伴い，建設工事等の入札参

加資格認定に係る主観的事項の改正を行う。 

２ 令和５・６年度の評価項目（主観数値）

現行（令和３・４年度） 改正案（令和５・６年度） 

評価項目 配点 評価項目 配点 

工事の施工実績  工事の施工実績  

 県発注工事の工事成績数
値 

  県発注工事の工事成績数値  

優良建設業者表彰 10点～40点 優良建設業者表彰 10点～40点 

技術者の継続学習の状況  

― ― 

 土木施工ＣＰＤＳ学習単
位数 

２～20点 

建築ＣＰＤ学習時間数 ２～20点 

造園ＣＰＤ学習単位数 ２～20点 

品質等の確保  品質等の確保  

 エコアクション 21 の認
証又はＩＳＯ１４００５
の取得 

７点  エコアクション21の認証 ３点 

ＩＳＯ１４００５の取得 ３点 

建設業労働災害防止協会
（労働災害防止）に加入 

５点 建設業労働災害防止協会（労働
災害防止）に加入 

５点 

県の重要施策（※県内業者限
定） 

 県の重要施策（※県内業者限定）  

 消防団協力事業所の認定
※ 

５点  消防団協力事業所の認定※ ５点 

広島県保護観察所による
協力雇用主の登録又は暴
力団離脱者社会復帰支援
事業協力事業所登録※

５点 広島県保護観察所による協力雇
用主の登録又は暴力団離脱者社
会復帰支援事業協力事業所登録
※ 

５点 

障害者の雇用※ ５点 障害者の雇用※ ５点 

広島県公共土木施設災害
支援制度の認定 

５点 
― ― 

働き方改革の取組 働き方改革の取組

広島県仕事と家庭の両
立支援企業登録制度の
登録 

２点  広島県仕事と家庭の両立支援
企業登録制度の登録 

５点 

広島県働き方改革実践
企業認定制度の登録 

３点 

広島県アダプト制度の認
定（マイロードシステム，
ラブリバー制度） 

５点 広島県アダプト制度の認定（マ
イロードシステム，ラブリバー
制度） 

５点 

指名除外等の状況（△減点評
価） 

△10点 
（×除外月数） 

指名除外等の状況（△減点評価） 
△10点 
（×除外月数）

※県内業者限定（本店又は主たる営業所の所在地が県内） 

広島県公共土木施設災害支援制度について，同様の制度が新設された場合は，加点対象となる可能性

がございます。 
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16 令和５・６年度の測量・建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ等業務の入札参加資格認定に係る主観的事項 

１ 趣旨 

県の制度終了に伴い，建設工事等の入札参加資格認定に係る主観的事項の改正を行う。

２ 令和５・６年度の評価項目（主観数値） 

現行（令和３・４年度） 改正案（令和５・６年度） 

評価項目 配点 評価項目 配点 

業務の施工実績  業務の施工実績  

 県発注業務の業務成績数
値 

  県発注業務の業務成績数値  

優良建設コンサルタント
表彰 

５点～20点 優良建設コンサルタント表彰 ５点～20点 

技術者の継続学習の状況  技術者の継続学習の状況  

 建設系ＣＰＤ学習単位数
※１ 

２～10点  建設系ＣＰＤ学習単位数※１ ２～10点 

測量系ＣＰＤ学習時間数
※２ 

２～10点 測量系ＣＰＤ学習時間数※２ ２～10点 

建築系ＣＰＤ学習単位数
※３ 

２～10点 建築系ＣＰＤ学習単位数※３ ２～10点 

品質等の確保  品質等の確保  

ＩＳＯ9001の取得 ５点  ＩＳＯ9001の取得 ５点 

県の重要施策（※県内業者限
定） 

 県の重要施策（※県内業者限定）  

 消防団協力事業所の認定
※ 

５点  消防団協力事業所の認定※ ５点 

広島県保護観察所による
協力雇用主の登録又は暴
力団離脱者社会復帰支援
事業協力事業所登録※

５点 広島県保護観察所による協力雇
用主の登録又は暴力団離脱者社
会復帰支援事業協力事業所登録
※

５点 

障害者の雇用※ ５点 障害者の雇用※ ５点 

広島県公共土木施設災害
支援制度の認定 

５点 
― 

― 

働き方改革の取組 働き方改革の取組

広島県仕事と家庭の両
立支援企業登録制度の
登録 

２点  広島県仕事と家庭の両立支援
企業登録制度の登録 

５点 

広島県働き方改革実践
企業認定制度の登録 

３点 

広島県アダプト制度の認
定（マイロードシステム，
ラブリバー制度） 

５点 広島県アダプト制度の認定（マイ
ロードシステム，ラブリバー制
度） 

５点 

指名除外等の状況（△減点評
価） 

△４点 
（×除外月数） 

指名除外等の状況（△減点評価） 
△４点 
（×除外月数）

※1 土木関係建設コンサルタント分野及び地質調査分野に加点 ※2 測量分野に加点 
※3 建築関係建設コンサルタント分野に加点 ※県内業者限定（本店又は主たる営業所の所在地が県内） 

広島県公共土木施設災害支援制度について，同様の制度が新設された場合は，加点対象となる可能性

がございます。 
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